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研究成果の概要（和文）：本研究では、東日本大震災被災からの復興過程で直面する課題とプロセスデザインの
方策として以下の点を明らかにしている。
初めに、近年の災害復興事例における農山漁村における災害復興プロセスを整理している。次に、復興計画の策
定、事業実施に関わる様々な課題の関係性を明らかにしている。また、支援活動から展開する社会関係資本構築
のプロセスと住宅団地における地域社会の復興に向けたプロセスを明らかに、最後に、特殊な福島県の事例とし
て汚染土壌の仮置場用地選定プロセスと合意形成の要因を明らかにしている。

研究成果の概要（英文）：In this research, the following points are clarified as issue to be faced in
 the process of recovery from the Great East Japan Earthquake Disaster and a design process how to 
rebuild their daily life.
Firstly, recovery and reconstruction processes from disaster in rural and fishing village area in 
recent disaster are arranged in order. Secondly, relations among various issues related to make a 
recovery plan and to implement projects are clarified. And then a process of social capital 
formation developed from support activities and a process for reconstruction of community in 
residential are clarified. Finally, as a case in Fukushima, temporary storage site selection 
processes of contaminated soil and reasons they could make consensus are clarified.

研究分野： 都市・地域計画
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１．研究開始当初の背景 
災害大国と呼ばれるわが国では、阪神淡路

大震災、中越地震等に関する多数の研究報告
があり、大都市や中山間地域での震災復興に
ついての研究蓄積は多い。また、津浪災害に
ついては北海道南西沖地震に関する研究報
告があり、東日本大震災からの復興において
も参考にされている。 
東日本大震災に対する国内外の関心は高

く、都市計画分野に限らず様々な分野での研
究が求められている。しかし、復興後の自立
的な地域社会を目指すためには、ボトムアッ
プ型による復興まちづくりのプロセスデザ
インが必要である。 
 
２．研究の目的 
本研究では、岩手県を中心に東日本大震災

被災地を対象とし、以下の点から復興過程に
直面する課題とプロセスデザインの方策を
明らかにすることを目的としている。 
(1)近年の災害復興事例を対象に、農山漁

村における災害復興プロセスを整理する。 
(2)東日本大震災からの復興における復興

計画の策定、事業実施関わる様々な課題の関
係性を明らかにする。 
(3)外部支援団体等による支援活動から展

開する社会関係資本構築のプロセスを明ら
かにする。 
(4)住宅再建に向けた復興プロセスと成果、

課題を整理する。また、地域型復興住宅供給
の課題を明らかにする。 
(5)特殊な環境下の事例として、汚染土壌

の仮置場用地選定プロセスを明らかにする。 
(6)海外の災害復興事例を参考に、今後の

知見を整理する。 
 
３．研究の方法 
(1)平成以降に発生した災害のうち、復興計
画を策定し、かつ発災から 10 年以上を経過
した事例を抽出し、行政等へのヒアリング調
査および資料収集を中心に復興のプロセス
を時系列的に整理した。 
(2)研究代表者が関わった岩手県沿岸小規模
自治体の復興計画に関して、行政等へのヒア
リング調査および参与観察により、特に住宅
の移転・再建を巡る課題を明らかにした。 
(3)岩手県山田町で実践した復興支援および
コミュニティ支援を元に、住民および外部支
援者が協働の取り組みを行うことでネット
ワーク型コミュニティが形成されることを
実証した。 
(4)岩手県野田村の高台住宅地への移転予定
者を対象に、住宅地での暮らし方をイメージ、
検討するワークショップを４回実施し、参加
意見や議論内容からコミュニティ形成と生
活再建に必要な考え方を整理した。また、完
成した高台団地の現地調査を行い、ワークシ
ョップの成果を検証した。さらに、住民およ
び住宅供給者へのアンケートおよびヒアリ
ング調査から地域型住宅供給の課題を明ら

かにした。 
(5)福島県桑折町を対象として、行政担当者
および仮置場の用地選定に関わった町内会
長にヒアリング調査を行い、時間軸に合わせ
て関係者の動きを整理し、用地選定過程を整
理、分析した。 
(6)ニューオーリンズなどの災害事例につい
て行政や専門家へのヒアリング及び現地調
査を行った。 
 
４．研究成果 
(1)農山漁村における災害復興プロセス 
本研究では、雲仙・普賢岳噴火、北海道南

西沖地震、三宅島噴火、新潟県中越地震、福
岡県西方沖地震を取り上げ、各災害における
発災から 10 年間の復興の取り組みを時系列
的に整理した（図１）。 
雲仙・普賢岳や三宅島噴火のように危険性

が長期にわたる災害では被災地再建に着手
する時期の判断が難しく、計画策定にも時間
を要することがわかる。一方、玄界島は発災
から３年で復興事業が完了し、2008 年 5月に
は復興宣言がなされている。また、奥尻島も
早い時期に完全復興が宣言されている。これ
は、主な被災地が島内に集中し、広範囲に分
散していなかったことも共通の要因である。 
さらに、三宅村、山古志村、玄界島住民は

全世帯が地域外避難を余儀なくされ、一時期
はほぼ無人の状態になっているものの、帰村、
帰島を選択している。つまり、住民の地域へ
回帰する強い意志とそれを支えるコミュニ
ティが帰島に繋がったといえる。帰島までの
期間をみると、三宅島の約４年半が最長とな
っているが、帰島後の人口減少は非常に緩や
かであり、他地域との違いがみられた。その
要因として、子育て世代が子どもの教育環境
を考えて、帰島を選択しなかったことが指摘
された。東日本大震災の被災地でも６年を経
過してまだ避難生活を余儀なくされており、
住民意識が変化しつつある。岩手県でも内陸
部に公営住宅の建設を決定したように、住民
の地域へ回帰する意志が弱くなりつつある。 
災害復興のプロセスは、災害の種類や被災

規模、社会背景によって異なり、現在までの
復興状況も多様である。被災地の復旧・復興
のために進められる再建事業が地域に与え
る影響を長期的な観点から捉え、10 年後、20
年後に顕在化してくる課題を予測しながら
道筋を検討することが求められる。計画の見
直しや修正を図るタイミングが重要な課題
である。 
 
(2)復興計画策定に関わる課題 
国土交通省が行った津波被災市街地復興

手法検討調査報告書から、震災直後は移転を
基本とする流れであったが、被災した 208 地
区中 38 地区が現地復興を選択していること
がわかった。その理由として、防潮堤等を整
備した場合の津波対策の検討結果が影響し
ていることは当然であるが、それ以外にも津



波防御のレベル、地形条件、被災市街地の広
さや浸水区域の土地利用、産業等の社会条件
も影響していることがわかった。つまり、移
転や防潮堤整備といった大規模土木事業だ
けで判断できない地域を支える要因があり、
それが移転に伴う課題に繋がっているので
ある。ただし、住民はより高い安全性レベル
を求めるため、高台への移転を望む声が大き
かった。発災から６年が経過した現在では、
利便性を求めて低地部に再建する人も増え
ている。 
防災集団移転事業による住宅移転・再建の

イメージが強いが、東日本大震災からの復興
の場合には漁業集落防災機能許可事業や土
地区画整理事業等、複数の事業を組み合わせ
て復興事業を進めている。その理由として、
被災規模が大きく、単独事業で進めるのは難
しいからである。岩手県の場合、沿岸南部で
は防集を行う地域が多いが、沿岸北部では漁
集が多くなっている。また、防集の場合でも
区画整理と併用する地域が多い。事業の隙間
が指摘されるが複数事業を組み合わせるこ
とで対応し、選択肢が多くいために複雑にな
っていることも指摘された。以下に復興計画
策定時に指摘された住宅の移転・再建を巡る
課題を整理する。 
①候補地選定と交通問題 
②用地取得 
③住民意識に対応する事業計画の難しさ 
④跡地利用 
⑤嵩上げに対する不安 
⑥事業選択の複雑化 
⑦高台整備と低地整備の一体性 
東日本大震災の復興交付金事業は非常に

手厚い制度となっているが、既存制度を基本
としているため、手の届かないところがある
のも事実である。そのような場合に行政と住
民の間で客観的な立場から双方の理解を得
られるような説明が求められるが、今回の復
興交付金事業では多くの事業制度で細部が
変更されており、専門家や学識者も時期によ
って説明内容を修正する必要があった。その
分、住民の理解を得るのが難しかったといえ
る。特に、住民の合意を得ることと住民の希

望を叶えることは別であることを再確認す
る必要があった。 
災害の種類や規模、社会背景によって柔軟

な対応が求められるが、行政と住民だけでな
く、行政と専門家のコミュニケーションが不
十分になると柔軟な変更に対する情報理解
が不十分になり、住民理解を得ることが難し
くなるといえる。また、今回の復興計画では
人口推計は表面化していないが、人口減少社
会では住民の希望を尊重するあまりに過剰
投資になる可能性も指摘された。10 年後、20
年後を適切に予測する現状分析が必要であ
ること、選択肢を整理する中で取捨選択する
必要があることが明らかになった。 
 
(3)復興支援から展開する社会関係資本 
資料および文献調査から、三陸沿岸は漁場

として有名であるが、漁業が発展したのは近
世以降、網漁業が伝わり、漁獲量拡大と漁業
生産の増加が実現したことに加えて、海運が
発達したことが大きな要因であることがわ
かった。つまり、遠隔地への海運整備、消費
地からの需要、交流による技術革新、漁獲量
の拡大という地域内外の交流によって三陸
の漁村は発展したといえる。明治三陸大津浪
や昭和三陸大津波で壊滅的被害を受けなが
らも復興してきた背景にも外部の支援が挙
げられる。 
震災後、ボランティアや観光による復興支

援で多くの人が被災地を訪れており、このよ
うな復興支援等で来ている人に地域の魅力
を伝え、新しいつながりを 構築することで
生業・観光業の復興に繋がることが期待され
る。 
そこで、岩手県山田町で若い商業者が中心

となって企画実施された市日や体験交流の
中で外部団体による交流とコミュニティ形
成支援の社会実験を行った。 
2014年度は6月から毎月１回開催された市

日に参加、出店協力し、場と交流のきっかけ
づくりを実践した。来訪者の期待と交流を喚
起するように毎月異なる企画とし、さらに回
数を重ねるに連れて、社会福祉協議会や婦人
会などの地元組織・団体の協力を得る工夫も

1990年(H2) 1991年(H3) 1992年(H4) 1993年(H5) 1994年(H6) 1995年(H7) 1996年(H8) 1997年(H9) 1998年(H10) 1999年(H11) 2000年(H12)

雲仙・普賢岳噴火 避難所開設（H3.5-H3.11） 島原市復興計画策定 噴火活動停止発表 島原地域再生行動計画策定（～13年度） 島原復興アリーナ建設事業竣工

島原市1)

噴火 大規模火砕流，仮設住宅入居開始（H3.6-H7.12） 島原市復興計画改訂 災害対策本部解散 安中嵩上事業竣工（H7.6-H12.3）

1993年(H5) 1994年(H6) 1995年(H7) 1996年(H8) 1997年(H9) 1998年(H10) 1999年(H11) 2000年(H12) 2001年(H13) 2002年(H14) 2004年(H15)

北海道南西沖地震 避難所開設（H.5.7-H5.8），仮設住宅入居開始（H5.7-H8.12），道営災害公営住宅建設（H5.8-H5.12） 青苗地区人工地盤完成

奥尻町2)

地震・津波発生 災害復興対策室設置 奥尻町災害復興計画策定（目標年次：H9年度） 完全復興宣言 奥尻島津波館竣工

2000年(H12) 2001年(H13) 2002年(H14) 2003年(H15) 2004年(H16) 2005年(H17) 2006年(H18) 2007年(H19) 2008年(H20) 2009年(H21) 2010年(H22)

三宅島噴火 噴火 大規模噴火 一時帰宅開始（H13.9-H17.2） クリーンハウス完成 避難指示解除 公営住宅無償提供終了 阿古高濃度地区規制解除

三宅村3)

緊急火山情報 全島避難，避難所入所，公営住宅入居 復興基本計画答申，第4次総合計画策定 災害対策本部廃止 三宅島空港再開

2004年(H16) 2005年(H17) 2006年(H18) 2007年(H19) 2008年(H20) 2009年(H21) 2010年(H22) 2011年(H23) 2012年(H24) 2013年(H25) 2014年(H26)

新潟県中越地震 仮設住宅入居開始 山古志復興プラン作成，長岡市と合併（4月） 仮設住宅閉鎖 中越メモリアル回廊開設

山古志村4)

地震発生，全村避難，避難所入所，一次帰村開始 復興公営住宅開設 長岡市復興計画改訂

2005年(H17) 2006年(H18) 2007年(H19) 2008年(H20) 2009年(H21) 2010年(H22) 2011年(H23) 2012年(H24) 2013年(H25) 2014年(H26) 2015年(H27)

福岡県西方沖地震 仮設住宅入居開始，漁再開 しまづくり案（復興計画）決定 玄界島仮設住宅退去確認（最終）

玄界島5)

地震発生，島外避難，一時帰村 県営住宅完成 市営住宅完成，全員帰島，玄界島復興事務所解散（H17.4-H20.3）

出典： 1)長崎県：雲仙・普賢岳噴火災害誌，島原市：平成島原大変データブック，2)奥尻町：奥尻町ホームページ 北海道南西沖地震，北海道：H5.7.12 北海道南西沖地震災害まちづくり復興計画報告書，内閣府：北
海道南西沖地震教訓情報資料集，3)三宅村：平成12年（2000年）三宅島噴火災害の記録，東京都三宅支庁：東京都三宅支庁ホームページ，4)長岡市：忘れない、明日のために。～復興へのメッセージ～新潟
県中越大地震 復興10年記録誌，山古志オフィシャルホームページ，内閣府：新潟県中越地震復旧・復興フォローアップ調査報告書，5)福岡市：玄界島震災復興記録誌，玄界島自治協議会：玄界島公式サイト
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図１ 各災害における地域の復興の流れ 



行った。翌年度には地元の山田高校に参加、
協力を求めた。その後、高校生が中心となっ
た企画へと少しずつ変化を入れたところ、３
年目には高校生だけの企画、参加となった。
つまり、将来の担い手である若者の意見を
まえて企画、実践することで、地域の主体性
が高まることが実現されたといえる。
また、

けでなく三陸の海を活かした観光振興を視
野に入れたプログラム開発を行った。
には新巻鮭づくり体験を行ったところ、鮭を
捌き、塩漬けにするという行為だけでなく、
SNS を利用することで寒風乾しの様子が伝わ
るなど、新巻鮭が手元に届くまでの間も楽し
めることから参加者からも好評を得た。その
結果、翌年度からは正式プログラムとして実
施された。つまり、衰退傾向にある第一次産
業をそのまま再興するだけでなく、外部との
交流を大切にして漁業＋
三陸の可能性が高くなることが示されたと
いえる。
つまり、人が集積し、様々な交流を行うこ

とからまちが発展してきたことを踏まえる
と、お祭りやイベントに限らず、地域内外の
人が集まり、参加しやすい状況をつくり、人
の交流を促す場を積み重ねていくこと
要になるといえる。ただし、人口減少社会を
見据えるならば、場所に根ざした地縁コミュ
ニティから場を介在とするネットワーク型
コミュニティへの展開が地域コミュニティ
の鍵になる。さらに、そのコミュニティには
社会変化に対応できるしなやかさも求めら
れる。
求められる
会関係資本には
とがわかった。
 

(4)移転先での生活再建に向けた「暮らしの
デザイン」ワークショップ
仮設住宅から新しい住宅への転居は復興

への１ステップである。しかし、新し
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建てにする方針であった。
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着手してから実施することとした。被災前に
居住していた家の大きさを考慮すると、
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討する必要があり、不確定要素が増えること
になる。その結果、ワークショップの意義が
失われるからである。
住宅希望者が別の班となるように配慮した。
①第
初めに住宅団地の事例を元に長所と短所

を紹介した。次に震災前の暮らしを振り返り
ながら計画案を批評し、新しい暮らしのイメ
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春夏秋冬の行事や祭事を例に、時間変化を

意識した暮らしのイメージについて発言を
求め、住居に関すること、外構に関すること、
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団地全体に関する
した。
③第
第

のつくり”“団地全体のつくり”にわけ、キ
ーワードと絵と解説で構成する図集を作成
し、それぞれについて検討を行った。
④復興まちづくりセミナー
3 回のＷＳを踏まえて、実現可能性だけで

なく専門的視点からのチェックと助言を行
い、第
⑤第
3 回のＷＳとセミナーを踏まえてデザイン

案と居住者が取り組むべきことを整理し、村
へ提案した。
以上の取り組みの成果は、遊歩道の導入や

集会所の設計検討、残地の有効利用、敷地境
界付近の利用、公営住宅と自主再建の相互理
解等につながり、
反映された。
野田村のような小さな自治体であればほ

ぼ全員が顔見知りであり、それが検討内容に
影響していることも考えられる。しかし、公
営住宅希望者は自主再建者に対する遠慮が
あるなど、見えない壁が存在したこともＷＳ
を通じて明らかになった。また、日常に気付
くことが難しいように、復興の成立も明確で
はない。
取り組みを通じて、
たせていた空間構成を呼び起こし、住宅再建
時の参考にすることで、過去との繋がりを少
し取り戻せる可能性が示された。それによっ
て日常生活再建へのプロセスの短縮
ることが期待される。
たワークショップは宮古市田老町の高台団
地でも実施された。
 
(5)地域型復興住宅供給の課題
本研究では、

から地域型復興住宅の普及低迷の要因につ
いて調査分析を行った。

地域型復興住宅に関しては、興味があると
答えた人は
ていて興味のある人は
信、情報内容ともに改善の余地が残されてい
ることがわかった。また、必要と感じる施策
をみても、個人への金銭支援よりはローン対
策や就業支援など自立の支援を求めている
ことがわかった。
一方、生産者グループの調査結果を見ると、

県産材を利用した良質な住宅で相応な価格
実現を目指しているものの、価格に対する相
談が多いことがわかった。つまり、被災者の
イメージする価格との差が生じているとい
える。また、グループで
ないことや、内陸から沿岸に住宅建設に出向
くのは内陸の小規模工務店には現実的には
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③第 3回ＷＳ「生活空間をイメージする」
第 2回ＷＳまでの発言を“家のつくり”“庭

のつくり”“団地全体のつくり”にわけ、キ
ーワードと絵と解説で構成する図集を作成
し、それぞれについて検討を行った。
④復興まちづくりセミナー

回のＷＳを踏まえて、実現可能性だけで
なく専門的視点からのチェックと助言を行
い、第 4回ＷＳの視点を整理した。
⑤第 4回ＷＳ「高台団地のデザイン指針」

回のＷＳとセミナーを踏まえてデザイン
案と居住者が取り組むべきことを整理し、村
へ提案した。 
以上の取り組みの成果は、遊歩道の導入や

集会所の設計検討、残地の有効利用、敷地境
界付近の利用、公営住宅と自主再建の相互理
等につながり、

反映された。 
野田村のような小さな自治体であればほ

ぼ全員が顔見知りであり、それが検討内容に
影響していることも考えられる。しかし、公
営住宅希望者は自主再建者に対する遠慮が
あるなど、見えない壁が存在したこともＷＳ
を通じて明らかになった。また、日常に気付
くことが難しいように、復興の成立も明確で
はない。したがって、
取り組みを通じて、
たせていた空間構成を呼び起こし、住宅再建
時の参考にすることで、過去との繋がりを少
し取り戻せる可能性が示された。それによっ

日常生活再建へのプロセスの短縮
ることが期待される。
たワークショップは宮古市田老町の高台団
地でも実施された。

地域型復興住宅供給の課題
本研究では、住宅供給側お

から地域型復興住宅の普及低迷の要因につ
いて調査分析を行った。

地域型復興住宅に関しては、興味があると
答えた人は 6割強を占めているものの、知っ
ていて興味のある人は
信、情報内容ともに改善の余地が残されてい
ることがわかった。また、必要と感じる施策
をみても、個人への金銭支援よりはローン対
策や就業支援など自立の支援を求めている
ことがわかった。
一方、生産者グループの調査結果を見ると、

県産材を利用した良質な住宅で相応な価格
実現を目指しているものの、価格に対する相
談が多いことがわかった。つまり、被災者の
イメージする価格との差が生じているとい
える。また、グループで
ないことや、内陸から沿岸に住宅建設に出向
くのは内陸の小規模工務店には現実的には
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集会所の設計検討、残地の有効利用、敷地境
界付近の利用、公営住宅と自主再建の相互理
等につながり、住宅団地のデザインに一部

野田村のような小さな自治体であればほ
ぼ全員が顔見知りであり、それが検討内容に
影響していることも考えられる。しかし、公
営住宅希望者は自主再建者に対する遠慮が
あるなど、見えない壁が存在したこともＷＳ
を通じて明らかになった。また、日常に気付
くことが難しいように、復興の成立も明確で

したがって、本研究で示したような
取り組みを通じて、かつて近隣関係を成り立
たせていた空間構成を呼び起こし、住宅再建
時の参考にすることで、過去との繋がりを少
し取り戻せる可能性が示された。それによっ

日常生活再建へのプロセスの短縮
ることが期待される。なお、本研究で開発し
たワークショップは宮古市田老町の高台団
地でも実施された。 

地域型復興住宅供給の課題
住宅供給側および住民の両面

から地域型復興住宅の普及低迷の要因につ
いて調査分析を行った。 

地域型復興住宅に関しては、興味があると
割強を占めているものの、知っ

ていて興味のある人は 3割に過ぎず、情報発
信、情報内容ともに改善の余地が残されてい
ることがわかった。また、必要と感じる施策
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策や就業支援など自立の支援を求めている
ことがわかった。 
一方、生産者グループの調査結果を見ると、

県産材を利用した良質な住宅で相応な価格
実現を目指しているものの、価格に対する相
談が多いことがわかった。つまり、被災者の
イメージする価格との差が生じているとい
える。また、グループで受注するメリットが
ないことや、内陸から沿岸に住宅建設に出向
くのは内陸の小規模工務店には現実的には
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難しいなど地理的要因による弊害も指摘さ
れた。

以上より、地域型復興住宅のコンセプトは
期待されるものであるが、現時点では十分に
活用できていないことがわかった。生産体制
を考えれば、自由度の高さやハウスメーカー
も参加できる現在の仕組みの中でグループ
受発注する利点を高めることが必要である。
 
(6)
福島県桑折町を対象に除去

る仮置場を取り上げ、用地選定プロセスと要
因を
当初は役場が主導して仮置場の設置が検

討された。しかし、仮置場周辺
ら反発があり、頓挫することとなった。また
除去土壌の発生量を試算した結果、
していた仮置場では
たこと、
内会に仮置場の設置を委任することとなっ
た。そこで、本研究では町内会が協力して用
地を確保した事例と地区内に仮置場を確保
した事例等について代表的な事例３カ所の
仮置場設置過程を記述、分析した。その結果、
以下の点が明
行政が直接交渉するのではなく、町内会長

が交渉を行うことの重要性が明らかになっ
た。なお、町内会長は誰もが務める可能性の
ある役職である。次に、仮置場の用地選定プ
ロセスでは、仮置場候補地の検討を行う前に
行政が町内会長や町内会に対して放射線や
仮置場に関する説明を行い、理解を深めてい
ることが共通事項として明らかになった。
た、
た。

震災当時、それまで放射線と関わりのなか
った住民にとって、多数のメディアが発信す
る情報から正しい知識を得ることは容易で
はなかった。そのような状況下で説明会を役
場が行ったことは、不安感を和らげる一因に
なったと考えられる。また、町内会長と地権
者が共に農家であることや知り合いの関係
にあることで、信頼を得やすかったことが用
地交渉を容易にした理由として考えられる。
互いによく知っている住民同士の場合、ある
程度の信頼があるため、個人の利害より共通

と重視している点 
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活用できていないことがわかった。生産体制
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以下の点が明らかになった。
行政が直接交渉するのではなく、町内会長
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ロセスでは、仮置場候補地の検討を行う前に
行政が町内会長や町内会に対して放射線や
仮置場に関する説明を行い、理解を深めてい
ることが共通事項として明らかになった。
た、その要因として以下の点が明らかになっ
た。 
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期待されるものであるが、現時点では十分に
活用できていないことがわかった。生産体制
を考えれば、自由度の高さやハウスメーカー
も参加できる現在の仕組みの中でグループ
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行政が町内会長や町内会に対して放射線や
仮置場に関する説明を行い、理解を深めてい
ることが共通事項として明らかになった。

その要因として以下の点が明らかになっ

震災当時、それまで放射線と関わりのなか
った住民にとって、多数のメディアが発信す
る情報から正しい知識を得ることは容易で
はなかった。そのような状況下で説明会を役
場が行ったことは、不安感を和らげる一因に
なったと考えられる。また、町内会長と地権
者が共に農家であることや知り合いの関係
にあることで、信頼を得やすかったことが用
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の利害について意見交換しやすかったと考
えられる。また、重点地域という特殊な環境
下にあり、住宅の敷地内に除去土壌が保管さ
れていた場合、仮置場の設置はその状態が改
善されるため、容易に受け入れられる状況に
あったといえる。以上より、仮置場用地選定
にあたっては以下の３点が重要であること
がわかった。 
①早期の住民理解：仮置場について住民が

正しく理解するために、町内外に関わらず、
施設設置場所周辺の住民にたいし、用地選定
前に役場が説明を行うことは、住民の不安を
取り除き、仮置場の設置を進めるために重要
である。 
②交渉主体：地権者と交渉を行う場合、既

にある人間関係を基礎とすることで、共通の
利害について交渉を進められるため、交渉が
進みやすくなる。 
③環境：桑折町は重点地域という放射線量

の高い地域にあり、緊急性の高い特殊な環境
にあった。そのため、多様なステークホルダ
ーを参加させることは難しく、町内会長のよ
うなリーダーの存在が必要であった。 
 

(6)海外事例 
水害からの復興事例としてニューオーリ

ンズとグランドフォークス、地震災害からの
復興事例としてクライストチャーチを取り
上げ、現地調査および行政と専門家へのヒア
リング調査を行った。 
ニューオーリンズでは、早期復興のために

土地の買収とファンドによる住宅再建支援
が行われた。また公立学校周辺を重点するこ
とで、教育レベルの向上や子育て世代の回帰、
移住を促すことに繋がり、急激な人口回復を
達成することができたのが特徴である。 
グランドフォークスでは、米国で最大規模

の土地買収と移転が実施された地域である。
現在では当時の記憶を残しながら公園とし
て利用されているが、事業実施にあたり個人
の利益より公益を重視して判断したことが
特徴である。 
クライストチャーチは中心市街地に仮設

店舗群を設置し、商業機能の低下を押さえつ
つ復興を進めている。敷地単位での事業を基
本としているので時間を要しているが、スピ
ードより議論を重視した点に特徴がある。 
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